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中国と日本における遠隔教育に関する研究

劉 威

【要 旨】

高度通信情報化社会の到来に合わせて、各国で社会の変化に対応できる人材の養成や隼涯学習の充実などが重視

されてきている。このような社会情勢をうけて、世界各国の大学等が、遠隔教育におけるインターネット利用をは

じめとしたさまざまな遠隔教育の可能性を模索 し、一層の研究を進めている。

そこで本研究では、世界中、特に日本および中国における大学 レベルの遠隔教育について概観するとともに、さ

まざまな遠隔教育のシステムについて比較 ・検討を行うことで、高等教育における遠隔教育の有効性を明らかにす

ることを目的とする。

今後、遠隔教育は高度な学習の機会がさまざまな形で得 られるという点が積極的に評価されており,各国における

教育利用の必要性は、ますます増大していくものと考えられる。この新しい教育手段について、教育思想、教育方

法、教育環境、認知理論など、分野から、深 く追究 していくことが重要な課題である。遠隔教育の発展は、大勢の

教育関係者の参加による、緻密な研究にかかっていると考えられる。

1世 界における遠隔教育の概観

1.1遠 隔 教 育の歴史

日本現代学校教育大辞典によると、「遠隔教育は、教 師か ら離れた地域の学習者 を指導する教育形態で

ある。 また、離れた学習者の反応 ・応答 も伝送メデ ィアを利用 して戻す双方向通信 も使われる」 と定義 さ

れている。(日 本現代学校教育大辞典1993年 、226頁)

DesmondKeegan氏 の研 究に よる と、遠隔教 育の歴史 は19世 紀 中ごろの産業革命時代 に遡及 される。

1840年 にイギ リスのロンドン大学 の校外学位課程が初めて、全世界の遠隔地の学生 を募集 した。そこに登

録 した学生は、大学側から資料を得ることがで き、学位の取れる課程 をもつ他の大学キャンパスで、ある

いは好 きな形で自由に自分のペースで勉強す ることがで き、その後、学位試験 を受験 し合格で きた ら学位

をもらえる(DesmondKeegan、1998、9頁)。 これが世界最初の遠隔教育モデルであり、最初の遠隔教育 と

いえる。 しか し、当時の遠隔教育では、学習者と講師の間で音声 や画像の伝達は不可能であった。 したが

って最 も重要な手段 は郵便や通信 である、そ して、 この形の遠 隔教育 は 「通信教育(correspondence

education)」 と世界中でよばれるようになった。通信教育は初めて、物理的な空間 を超 えて、学習者に自

分の時間で自由に選択する、 自由に勉強する とい う権利 を与 えたのである。

20世 紀の50年 代 か ら電子技術が発展 し、ラジオ、テ レビなどの伝播媒体が非常 に速 く普及 したので、音.

声 や画像の伝達が容易 になってきた。そこで、通信教育 は新 しいメデ ィアを加えて変容 した。質疑応答 や

宿題な どのや りとりは依然 として郵便で届けあうことになるが、学習者はラジオ、テレビなどの視聴覚媒

体 を使 って授業を受けることがで きる ようになった。

1969年 に は、イギ リスでオープン ・ユニバーシティが創立された。この大学の通常授業はテ レビで行 わ

れ、放送を教育の主メデ ィアとする。電話、ファックス、郵便など、遠隔教育に使 用される通信メディア

は地理的に離れている教師 と学習者 を結ぶメデ ィアとして、通常組み合わせて使われている。オープン ・

ユニバーシテ ィが創立 されるこの時期 は遠隔教育の第二時代 に入った と言える。

1970年 代 に入って大学 の大衆化、大学教育の拡大 という時代の潮流 に沿って広がることになる。教育の

公開性 をもつ公開大学や、放送を教育の主 メディアとす る放送大学に具体的にその形 をみることがで きる。

そ してここで ようや く遠隔教育は 「distanceeducation」 変 身 して、通信教育 を含 む広い概念 として位置つ

けられるのである。

1980年 代 に入る と、電子通信技術の発展、特に衛星通信やインターネ ットが急速 に発展 したので、コン
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ピュータ通信が遠隔教育の手段 として使用 されることになる。学習者はコンピュー タ通信 を利用 して、自

由に名門大学にアクセスで きるようになって きた。通信衛星やインターネ ットなどの情報通信技術の活用

は、遠隔教育 の第三代 としての新 しい教育手段になって くると注 目されている。二十世紀最後の十年間、

遠隔教育の技術 を使い,時 には国境 を越えて、「バ ーチャル ・ユニバーシティ」システムが出現 しつつある。

遠隔教育は、新 しい教育方法であるとい う理解が教師にないと成功 しない。 また、多 くのメディアを駆

使 した教育技術の開発が絶えず行 われなければならない。 しか し、遠隔教育 とは単 にメデ ィアを開発する

ことではな く、この新 しい教育方法 を使って、伝統的な大学教育か ら、大学教育の大衆化、多様化 といっ

た教育改革に大 きな期待が託 されているのである。

1.2遠 隔 教 育の現状

遠隔教育は、それぞれの国によって社会的役割や成立の背景に違いがある。大 きく分 けて以下の理由で

利用されている。

①教師や教育施設の不足を補う目的で実施 されている もの、中国の電視大学、 タイのスコタイ ・タマテ

ィラー ト公開大学 など発展途上国の通信公開大学が これにあたる。

②生涯学習の 目的で実施されているもの。イギリス公開大学や 日本の放送大学などで、大学教育の門戸

を開き、国民 に再 び大学入学のチ ャンスを与えるもの。

③地理的条件を克服するために行 われるもの。国土の広大なカナダやオース トラリアな どの教育がこれ

にあたる。

④地域への教育奉仕 として主に大学の門戸 を開き、キャンバス外で行 う教育。アメリカの多 くの大学が

行っている地域サービスがこれにあたる

⑤企業内の社員の養成、民間企業の社内教育や予備校の講義に利用されているもの。 日本IBMの 通 信衛

星 とTV講 義システムを直結 した対話式衛星ネ ットワークシステムがある。

⑥知識の陳腐化に対応 して、継続教育のために利用 される。中国の清華大学 など、卒業生や社会人を対

象に、継続教育学院で衛星ネットワークシステムを利用 して、遠隔講義を行っている。

各国政府 による遠隔高等教育機 関の創設は、高等教育へのアクセスを低 コス トで増大 させ ようとい う、

特殊 な政策目標による ものだった。おおむねそれぞれの国の高等教育 システムにおいて しかるべ き地位 を

占めるようになっていると見てよい。

近年は、衛星通信技術やマルチメディア、インターネ ット技術の急速的な発展により、各国インターネ

ッ トを利用する遠隔教育の実践が、世界中で盛 んに行われている。地理的な情報格差を是正 して、時には

国境 を越えた、授業環境 を拡大 して、新 しい授業の可能性 を拓 くためには、インターネ ット上にバーチ ャ

ル ・ユニバーシティを開設 して、遠隔教育 を行 うことも近年急速に増えてお り、新たな教育環境 に対応す

る教師の役割 も大 きく変わってきたので、高等教育全体が学習者の需要に応 じた形態になって きている。

大学問で連携 しネッ トワーク構築する遠隔教育 システムの代表 としては、アメリカの全米工科大学があ

る。清水康敬氏の研究 によると、「NTU本 部 はコロラ ド州FortCollinsに あ る。NTUは 、衛星通信 によって

教育 プログラムを配信 し、大学院修士の学位を出す大学 院大学である。NTUは1984年 に設立されたが、当

初は5大 学の参加でスター トした。そ して翠年1985年 か ら通信衛星 を利用 してアナログ方式のテレビによ

って全米 に向けて教育プログラムを配信 して きた。NTUが1984年 に設立 した当初は、教授陣にお願いする

のに苦労 したようである。 しか し、現在ではNTUの 授 業 を希望する教授 が多い。そ して、多 くの授業が配

信 され、発展 したのである。」(清 水康敬、1996(a)、71-75頁)こ の ようなモデルはオース トラリアにもあ

る、日本のスペース ・コラボ レーシ ョン ・システムは1996年 に立 ち上がった。

そのほか、各国では、ISDN回 線 に よる経済的で リアル タイム、お よび双方 向性のあるテ レビ会議 シス

テムで結んで、あるいは通信衛星 によって大学で遠隔講義 を行 う実用化研究が活発 に進められている。前

迫孝憲氏の研究による 「米国では、新 しいメディアを利用する試みが広範囲に行 われている。例 えばパ ソ

コン通信 を使 った教育では、以前からAmedcanOpenUniversityな どが高等教育 を実施 し、世界中か ら受講

者を集めていた。また衛星テ レビの利用は、NationalTechnologica1Universityを 始 めとした多数の大学で実
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施 されてお り、技術進歩に合わせた改善 も進め られている。」

21世 紀の高等教育においては、学習者が何 を学ぶのかで はな く、いかに学習するかを重要視(学 びの方

の学習)し てお り、それをさまざまなマルチメデ ィア教育技術 を利用す ることによって支:援してい くこと

が重要であるといえる。また、高度情報化、そしてそれに伴 う国際化によって、人 と人、組織間、地域間、

国家間の垣根がな くな りボーダーレスの時代 を迎え、マルチメデ ィアを活用 した遠隔教育が ます ます普及

することによって、将来の一層のボーダーレス化は避けられないだろ う。その とき、自立学習型遠隔教育

がボー ダー レス化する高等教育の推進役 となるはずである。遠隔教育は各国政府 にとって2泄 紀の国民の

生涯学習を支援するために、第一に選択 される教育方式 となるだろう。

2中 国の遠隔教育

中国は発展途上国である。国土が広く、各地域の発展状況や教育レベルも地域によってさまざまで、経

済的に発展途上の農村や少数民族などもある。そのため、遠隔教育を教育の手段として利用することによ

り、全国民に等しい教育を実施することが可能になると考えられた。遠隔教育は中国にとって、極めて有

効な教育手段である。

2.1中 国 に おけ る遠 隔教育 の現状 および政府 の施 策

中国の遠隔教育は1970年 代 の後半から始まったとされる。

1970年 代 の後半に、中国では10年 間中断 されていた大学入試を再開 した。大学の数や教師の人数が大幅

に不足 していたにもかかわらず、1977年 の文化大革命が終わったあ と、は じめて大学入試 を行 った時の全

国の受験生はおよそ570万 人 もいた。 しか し、当時の全国大学の収容人数はわずか受験生全体の20分 の1に

あたる27万 人 ぐらいであった。そ こで、どうすれば、人的資源を有効利用 し、かつよ り多 くの人が高等教

育を受 けられるか ということが、中国政府に とって重要 な課題になった。新 しい大学の建設はもちろん必

要だが、当時の経済状態で、文教施設へ の大量の投資はかな り難 しかった。低 コス ト、高効率、教師資源

の有効利用、大勢の学生の人材養成を満たす には,遠 隔教育を実施す る開放大学 しかない、 ということに

な り、中国政府はイギリスのオープン ・ユニバーシテ ィーを参考 にして、中国教育部 に直接所属する中央

TV大 学 を設立 した。

中央TV大 学 自身は設立か ら20年 間にお よぶ遠隔教育の実践 によって、現場で働 いている数多 くの教 師

から、遠隔教育の経験 を持 っている優秀 な教授陣を形成 し、幅広 くカリキュラムを開設 して きた。世界 中

を見ても、最大の学生数を擁する遠隔教育機関になった。中国の遠隔教育もゼロか ら自国に適応するよう

に発展 の道 を歩んで きた。現在、世界で最大規模の遠隔教育を実施 している中央TV大 学 は、中国の遠隔

教育発展の代表として、中国だけではなく、世界の舞台でも活躍 している。

遠隔教育が中国の国情に適応す る有効な教育手段 なので、中国政府 は遠隔教育 を非常 に重視 している。

中央TV大 学の設立以来、国家教育委員会が中央TV大 学 を代表 とした遠隔教育の発展施策について、 さま

ざまな形で提案 を行 っている。1992年 に発表 した 紳 国教育改革 と発展綱要』では、「メデ ィアなど現代

化教学手段 を利用 して、TV大 学を積極発展 させ てい くべ きである」 と強調 している。その後 、1994年 に

国家教育委員会は 『遠隔教育の手段を利用 して、全国民に教育 を受けられるように:状 況分析、ニーズ、

発展戦略』の中で、「テ レビ教育は低 コス ト、高効率の教育手段である。TV大 学 を積極 的に発展 させてい

けば、中国全国民 に等 しい教育 を提供するための重要な教育戦略 となる」ことを明確 に述べている。 さら

に二十一世紀 に向けて、全国衛星 を利用 して、 もっと広い範囲、特にへ き地の人が遠隔教育で学べるよう

にすることを推進 している。

1990年 代 に入 り、急激な技術革新によって社会が多様化すれば、学ぶ者のニーズ と教 える側の手法 も多

様化するのは必然であ り、中国の最高教育機関である教育部 は、国民 に遠隔教育手段 を利用 して、高等教

育 を提供する責任があると強調 している。 この ような時代の潮流の中で、教育への効果的な情報技術の利

用は一層重要となって くると考えられる。近年の急速な技術への応用力の育成、激化する大学間の競争、
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国際化等 という時代の潮流によって、中国の高等教育 において生 じている変化、およびその変化 に対応す

る学習環境の改善システムの改革 に対 して、中国政府は全体的に長期 にわたる現代遠隔教育 プロジェク ト

をスター トした。1998年 教 育部制定 した 「21世紀教育振興行動計画」には、2蓋世紀主に中国の 「教育 と科

学研究インターネッ ト」(CERNET)上 の資源 を開発 して、遠隔教育 に利用で きる ようにする と共に、個人

学習のための相互交流の環境 を整備す るため に行われている。2010年 まで、全国で規模が違 う、 レベルが

違 う、形式が違 う、作用 も違 う中国独 自の特徴 をもっている遠隔教育ネ ットワーク建設が完成す る予定で

ある。今の高等教育の規模 をもっと拡大する、そ して、幅広いコースを設置 して、社会人を対象 にしての

継続教育 を進めてい くように目標 として、遠隔教育 を全国に推 し進めているのである。

2.2中 国 にお ける遠 隔教育 システムの考 察

中央TV大 学

中央TV大 学は1979年 に設立 されて、当年から新入生 を募集 していた。お よそ9.77万 人 の学生を受け入れ

た。その後、毎年受け入れる学生の人数を増やしている。1982年 か ら1997年 まで に、23L39万 人 の卒業生

を送 り出した。 この数字は全 国の同時期 における大学卒業生の13.3%を 占めている(中 国広播電視大学教

育統計年鑑、1997、182頁)。

中央TV大 学 には学歴教育 と非学歴教育があ り、学歴教育の内容 は2、3年 制の専科大学学歴教育、3年 制

の専科学歴から4年 制の本科学歴に昇る継続学歴教育、第2専 科学歴教育である。2000年 前 、このコースで

は、学生すべてに入試試験 を課すべ きであると考えられている。 しか し、最近では、中央TV大 学は入試

をな くし、学習希望がある学習者で、国家が認める高校卒業資格をもっていれば、だれで も入学で きると

い う"登 録視聴生"と 呼ばれる進学方法 を全国のTV大 学で試行 している。

全国のTV大 学 の専任教師は少な く、授 業は専任教師 も担当するが、国内や国外の有名教授が招聰 され

ることも多 く、事前に放送番組を制作 して、スケジュールに合わせて放送する。それ以外に、指導教師 を

担 当している兼任教師 も少なくはない。教師の主な仕事 は学習計画設計、マルチメデ ィア教材の開発、印

刷教材 の編集、指導案の計画、あるいは学習計画の実施、学生への指導や支援である。学習セ ンターの指

導教師はTV大 学が製作 した番組の文字教材や ビデオ教材 の配布、そ して学生 の問題点への解答、宿題の

回収、訂正などの教育活動が 日常の仕事である。

中国のTV大 学のシステム組織は中国の行政区分 に従って順番に構成 されている。最高の管理機 関は中

央TV大 学であ る。その次 は省級(直 轄市、 自冶区 を含 む)TV大 学 である。これ らは全国で44ヶ 所ある。

各省のTV大 学は行政区域 の地方、市にTV大 学分校 を設立 してお り、全国 には456ヶ 所 ある。分校 の下は

県級別の学習 センターを設置 し、全国に1886ヶ 所があ り、直接に13147ク ラスを管理 している。(中 国広播

電視大学教育統計年鑑、1997、1頁)。 中央TV大 学 は

鷺 欝 難 撫 響 鵠 鰹 唇鵠 中央・V大学 萬 ⊂ 亟 ⊃
TV大学の監督、評価などの行政管理・行う.同時に 管理 ↓

中央TV大 学が開設 した課程の番組 を制作 し・印刷教1各 省・直轄市W大 学1ぐ 一レ 各省・直轄市TV局

材の執筆者の組織化や出版、補習授業 の計 画 ・実施

などの教育活動 も行 う。省級TV大 学 は、自分の管轄

のTV大 学分校 に以上述べた ような管理 を行 ってい

る。特に区域のニーズに応 じて、必要な専攻 を設定

す ることが重要な仕事 である。 また関係する教材の

製作な どの教 育活動は欠かせ ない。教材の配布、集

団学習などはすべ て学習セ ンターで行 う。

中国各級TV大 学の構成は図1の 通 りである。

中央教育TV(CETV)局 は1986年 に設立 され、現

在はApstar-1A衛 星 の3つ のチャ ンネルによ り、中央

↓
各市・各 県TV大 学 ぐ 一一レ 各市 ・各県TV局

TV大 学工作 点

TV大 学 の教室 ・学生

図1TV大 学の構成
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TV大 学 の教育番組 を中心 にして、毎 日およそ50時 間、全国の各省 ・県 ・市 のケーブル局及 び地上波局 に

向けた教育番組を配信 し、そこか ら各地の学校や家庭 に送信 している。これは全国お よび周辺の地区に及

んでお り、大規模な教育番組発信 ・受信のネ ットワークを形成 している。各地域の教育TV局 は衛星 を経

由するCETV局 の内容 を再放送すると共 に自主番組 を放送 している。CETVは 中央TV大 学 のテ レビ教材の

放送及 び課程の制定 などを技術的にサポー トしている。

TV大 学 はテ レビ放送 によって、非同期単方向の遠隔講義を主な教授方法 としている。 この教授方法の

利点は、事前に製作 した授業番組を大規模に使 うことがで き、時間、空間の制限 もなく、録画 した授業番

組 をいつでも、どこで も見ることがで きる とい うことである。 しか し、この教授方法にも学生の疑問に即

応で きず、双方向の交流が欠乏することや、学生の参与感が薄 くな り、学習の楽 しさも欠如することであ

る。 この ような点か ら教授方法の改善が必要であ る。1998年9月10日 、中央TV大 学 は同時に双方向で交流

できる授業番組を初放送 し々。 この教授方法 は衛星回線を利用 して、講師の授業の様子 と受講者の側の様

子 を同時に伝 え、受講者側 の質問や反論な どを電話やE-mailで 送 受信で きるとい うものであった。学生 と

教師がリアルタイム ・双方向で交流するコミュニケーションが可能になって きたこと、非常 に意義がある

と思われる。またフィー ドバ ックも同時に実現 できること、学生の参与感が高 まることなどか ら見ても、

以前の教授方法 と比べて、大 きく進歩 していた(中 国教育新聞1998.9。28)。

衛星放送とISDN遠 隔教育システム

中国の一般の大学でも、衛星や電話回線を利用 して、遠隔教育講座を実施している。清華大学継続教育

学院は全国で数少ない 「衛星放送許可証」を持っている大学である。専用の放送ネットワークも有してお

り、優秀な教師陣を利用して、全国各地域 とつないだネットワーク上での遠隔教育講座を実施している。

その上、国内だけではなく、衛星で世界と結ばれて、様様な遠隔教育実践にも積極参加している。2001年

童0月8日、大阪大学と清華大学衛星回線を利用 して双方向の遠隔講義を行われた。

北京師範大学はISDN遠 隔教育システムを開発 して以来、国内外での遠隔授業を実施してきた。北京師範

大学の教授がこの遠隔システムを利用し、江蘇省TV大 学の院生たちに授業を実施していた。これ以外に

も北京郵電大学、北京医科大学、湖南大学などもテレビ会議システムを利用して、双方向で同時に交流で

きるような遠隔講座を行っている。

インターネッ トを用いた遠隔教育 システム

1997年 に湖南大学は全国最初のインターネ ット大学をつ くった、1998年 、教育部は清華大学、漸江大学、

湖南大学、北京郵電大学四校 を遠隔教育試験校 として、 自主的にオンライン・コースの設置する ことを認

め る。1999年1月1日 の中国教育新聞によると漸江大学の 遠隔教 育学院は1998年6月 にイ ンターネ ッ ト上の

情報発信を行 う設備 を完成 した。その後入学試験 を経 て、オンライン ・コースで、研究生 クラス、4年 制

大学クラス、2年 短期大学 クラス計600人 を受け入れた。

それから、教育部は毎年インターネ ット上 における遠隔教育の展開の大学増えるつつ、い まは、すでに

45校 が インターネッ ト遠隔教育学院を設置 し、オンライン・コースで単位取 って勉強 している学生 は、こ

れから益々増 えて くると考えられる。

2.3中 国における遠隔教育の課題

中国における遠隔教育の課題について、筆者は以下のように考えている。

まず豆つ目は、遠隔教育に対する教育技術の観点を認識すべきである。遠隔教育の実施は単純に教育形

式の変化ではなく、この教育方法を使って行った教授 ・学習の変化及び対応対策の研究も深 くなされるべ

きであるということである。しか し、中国における遠隔教育は教育技術の視点からの理論的な研究がまだ

まだ足 りないと感 じられ、独立して研究を進める学科の設立が望まれる。い くつかの実践が行われている

が、理論面ではこれからという段階であり、今後、実践に基づいた分析や、遠隔教育が発展するための理

論を積み重ねる必要がある。
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2つ 目は、すでに擁す る遠隔教育 システムの改善、整備 を行 うべ きである。 これらは重大な課題であ る

と筆者は考 える。現在のTV大 学の教育で は、 レベルも主に短期大学の学歴である。そのため、中国TV大

学は短期大学に加え、大学や大学院 まで建設 してい くべ きであると思 うし、遠隔教育の実施 だけでな く研

究機関 になるべ きだと思 う。中国では歴史的 に伝統大学に入学で きる人数が少なかった という矛盾は大分

改善 したし、伝統大学 も遠隔教育の導入を一層盛んに行っているので、TV大 学 との競争はます ます激 し

くなると予想 される。最近では、北京や上海のような大都市はTV大 学へ受験 を申し込 む学生数が減少 し

て きている。原因はいろいろあるが、TV大 学 から提供 される卒業資格が短期 大学や一部の大学 レベルに

限 られ るとい う問題点が一番大 きい。TV大 学が新 しい社会のニーズに応 じて、さまざまな レベルの教育

を行い、社会に認め られるような質の高い卒業生を作 り出せる ようにならなければならない。現在、TV

大学の教材は質 ・量 ともにまだまだ不足 し、 リアルタイム ・双方向で交流で きる遠隔教育の新 しいシステ

ム技術 の応用 も少 ない。 自分の国情に適用 した リアルタイム ・双方向で交流 できる遠隔教育 システムの開

発 と応用も研究課題になると考える。

大学のオンライン・コースで、卒業生の質を保証するために、管理面や遠隔教育 コンテンッの開発 と構

築にも、大 きな課題 といえる。

遠隔教育は中国の高等教育の発展にとって きわめて有効な手段である。新 しい遠隔教育システムを開発

し、実践することは遠隔教育機関だけではなく、他の大学や研究機関にとっても重要である。 しか し、伝

統大学の方が遠隔教育 は少 な く、全国の伝統大学間を、遠隔教育手段 を用いて連携 させ、単位を相互に認

めるシステムはまだできてない。伝統大学 については、遠隔教育の進展 は遅い。この点から考えて も、政

府が伝統大学 における遠隔教育の発展 についての実施政策 をできるだけ早 く制定することを期待 してい

る。そ して高等教育における遠隔教育の利用方法や、高等教育の大衆化 までの過程な どを研究課題にする

と今後の遠隔教育 に役立つものになると思われる。

3日 本の遠隔教育

3,1日 本 にお ける遠 隔教育の現 状お よび政 府の施策

日本は高等教育が発達 してお り、教 育工学の視点から新技術 を教育に利用 した時期 も早いと思 われる。

日本 において、放送を主要な手段 とする高等教育のあ り方が検討 されるようになったのは、1960年 代 後半

のことであると考 えられる。

1979年 に放送大学学 園法案が初めて国会 に提出 され、1981年6月 に成立 し、放送大学学園法の公布 ・施

行によ り同年7月 旧 に特殊法人 として放送大学学園(以 下、単に 『学園』 という。)が 設立 された。現在

の放送大学は、18歳 以上の日本国民は自由に進学で き、国民の生涯学習の多様化するニーズに応 じて、幅

広い学問分野か ら300科 目以上の放送授業科 目を開設 している。

一方、近年大学改革が展開 され、多 くの大学等でカリキュラムの改革、教育研究体制の再編成等が積極

的に進められている。また、大学問の単位互換、大学の地域社会への開放、社会人 を対象に した生涯学習

への取 り組み等 もます ます増加 している。

日本の文部省では、これか らの21世 紀 を考えるとき、通信技術 のような日進月歩の情報伝達技術 を、大

学を含めた全ての教育の場で活用することは不可欠であり、極めて重要なことと考 えている。そ して次に、

メディア教育開発セ ンター所長坂元昂氏が 「高等教育 におけるマルチメデ ィア、遠隔教育の現状 と展望」

のなかで、論 じたように、通信技術やマルチメディアを活用 した積極的な教育工学の実践 を提唱 した上で、

遠隔教育の国策 としての位置 を明確 にした。

世界の潮流 に従い、自分の特徴 を持 って大学 問を連携す るという情報社会のニーズに対応で きるように、

日本の遠隔教育は単純 な遠隔教育機関としての放送大学を整備するほかに、全国の国立大学問で、衛星通

信のネ ットワーク、スペース ・コラボレーション ・システムをも立 ち上 げた。文部省高等教育局企画課は

スペース ・コラボ レーション ・システム事業内容 について 「衛星通信大学問ネッ トワークを整備すること

により、各大学等では、広範囲に分散する高等教育機関間において同時的に双方向で画像を通 して、相互
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授 業、合同授業等 を実施すること、放送教育開発センターと各大学等との共同研究等 によ り、映像、音声、

文字情報等の多様 なメディアを活用 した高度情報通信社会 にふさわ しい教育方法、内容の研究開発を推進

すること等が可能にな り、高等教育の高度化、多様化 を一層推進 し、マルチメデ ィア社会における新 しい

高等教育 システムを構築する第一歩 となることが期待 され る。」 と述べ た。(文 部省高等教育局企画課、

1996、22-23頁)

現 在、遠隔講義で よく使 われているニューメデ ィアのなかでは、テ レビ会議システムが最 も通常の対面

形態に近い教育条件を提供することがで きる。ISDN回 線 を利用 したテ レビ会議 システムは、経済的に安

価で、音声 や映像の品質 ・性能の安定性の高さ、および容易 な操作環境な どの利点によって、大学間の遠

隔講義、優先的に選ばれて きた。 これ以外、インターネ ッ トやATMネ ッ トワークを用いて、い くつかの

大学でインターネット上の遠隔授業が実施 された。

総体的に見れば、日本の遠隔教育は放送、衛星通信、テ レビ会議 システム、インターネッ トな どいろい

ろな先進技術 を利用 し、全面的に推進 されている。

3.2日 本 にお ける遠 隔教育 システ ムの考 察

放送大学

日本の放送大学 は全 国で唯一、放送 による遠隔高等教育大学 として1983年 設 立 し、2年 後から新入生を

迎 えてきた。1985年 に 開始 した当初は17,000人 ほ どであ った学生数は、

放送大学には、多数の学問分野か らなる教養学部が設置 されてお り、豊かな教養を培 うとともに、実生

活 に即 した専門的学習を深められるよう、3コ ース、6専 攻 に分類 されている、300科 目以上 の放送授業科

目が開設されている。

「放送大学が放送 を通 じて国民 に優れた講義を開放するためには、特定の教員が永続的に放送大学の地

位 を占めることは適当でない。」(井 上孝美1998、14頁)そ の主 旨から放送大学では、教員について任期制

を採用 している。現在で も毎学期300名 余 の客員教師 と900名 余 の非常勤講師 を雇っている。

放送大学の組織構成は、本部 と学習センターが設置 されてお り、全国に49の 学習セ ンターがある。この

うち29の 学習センターが、普通大学な どのキャンパス内に設けられている。 さらに放送大学 は普通大学 と

連携協力 し、単位交換することもで きる。

衛星通信授業システム(ス ペ ース ・コラボレーション ・システム)

文部省は1996年 、 遠隔地の大学問を結び遠隔教育の機会を提供す ると共 に、大学 間の連携、共同学習、

共同研究の可能性 にも提供できるように、全国の国立大学な どの問で衛星通信 を利用 したネッ トワークを

構築 した。

この衛星通信大学問スペース ・コラボ レーション ・システム(SCS)は 、現在、123の 高 等教育機関に148

に地上局 を整備 して、衛星通信 を通 して、当時双方向で大学間での授業交換,研 究会、学習指導などに使

われている。年間に3000時 間つかわれ、正規の単位を出す講義 もある、国立大学病院 にはMINCS-UHと い

うシステムがあ り、30の 地上局の間で高精細度の画像 を用いた遠隔医学教育に使 われている。東京工業大

学 と一橋大学の問には、ANDESと い うシステムがあ り,遠隔教育 につかわれている、北海道情報大学 は、

講義 を系列の全国に散在する16の 専修学校 に在籍する通信大学生に通信衛星を通 して送 り、質問や討議 を

地上系ので受 けとる仕組みで遠隔教育 を実践 している。.

lSDN回 線 を利用 したテ レビ電話会議 システム

大学問で双方向交流する遠隔講座 は、ISDN電 話 回線 を利用 したテレビ電話会議 システム を用いて行わ

れることが多い。ISDN回 線 を利用 したテ レビ会議 システムは、双方向でリアルタイムに映像 ・音声 を送

受信で き、集団による視聴が可能、経済面で も安価で、音声 や映像の品質 ・性能の安定性が良 く、容易な

操作環境で、講師一人で も運用 ・操作で きるなどの利点によって、大学間の遠隔講義、あるいは同一の大

学の分散 されたキャンパス間の遠隔講義を普通の対面授業の ように実施す ることがで きる。大阪大学 と日
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本工業大学は1997年10月 か ら2001年2月 まで、毎年後期で、二本のISDN電 話 回線で結び、テ レビ電話会

議システムを用いた 「教育情報工学」 という遠隔講義を実施 していた。

関西大学総合情報研究科で は、修士課程の授業 を社会人が受講 しやすいように、高槻キャンパス と大阪

市内のサテライ トキャンパス間を専用回線で結び、テレビ電話会議 システムを用いた遠隔授業で行ってい

る。

インターネッ トを利用する遠隔授業 システム

技術面で、必要帯域 よりも実際にネ ットワークで利用できる帯域が少ないため、動画や音声の品質の安

定性が欠けることも多い。 しか し、イ ンターネットを利用 して、遠隔授業 を行 う試みは、 日本で近年、 よ

く行 われてい る。 オンライン・コースによる単位認定や学位取得が 日本で可能である。インターネッ トを

活用 した授業でス クーリングの代替がで きることになるので、通信制の大学では,124単 位 をすべて インタ

ーネッ トで提供で きる ことになる
。 まだ、大阪大学 は校内LANを 利用 して,校 内に多数の遠隔教室 を設け

て、遠隔教育の環境 を整備 してお ります。

3.3日 本 にお ける遠隔 教育の課題

日本では遠隔教育 システムにおいて先進的な試みが多 くみ られる。 しかし、 もっと効果的に利用するこ

とは、重要な研究課題である。 日本のように高等教育が飽和状態に達 しているところでは、高等教育にお

ける、遠隔教育の需要はそれほ ど大 きくない と考 える人いるが、 この認識は間違いであると思 う。将来の

社会発展か ら見れば、生涯学習のニーズは大幅に拡大する可能性がある。高等教育が もっと人々に開放 さ

れ、教養 だけではなく、技術のニーズも多 くなると考 えて、現在のカリキュラムを改革 しなければならな

い と思われる。このニーズに応 じた遠隔教育の導入が必要であろう。 こうした認識の上で、遠隔教育の発

展は重要 と思われる。

放送大学の学習セ ンターネ ットワー クの整備 については、 「国民の多様な学習ニーズに応え、身近な存

在 となるために、放送大学では平成10年9月 までに全国すべての都道府県に学習センターの設置 を完了 し

て、今後 はセ ンター間の連絡調整 を密 にすべ く、コンピュー タをは じめ とするネットワークの整備が急務

である。

さらに、各都道府県における地域事情や学習ニーズ等 をふ まえ、学習センターのブランチの整備 も今後

の課題である。

衛星通信を教育に活用することによって、人の移動の必要がないため、時間の節約が可能になる。地理

的な条件や時 間的な制約のため通学不可能な、または困難 な者に対 し、教育の機会 を提供することがで き

る。また、高 レベルの教育内容、最新の教育研究情報 を、多 くの地点に同時に伝達することがで きる。 さ

らに各教育機関の連携が活発化 されることにより、教育内容が充実 し、教育 レベルの向上が図れる。 しか

し、 日本国内では、スペース ・コラボレーション ・システムの費用が高価で、利用 しに くいことか ら、年

間利用率の低下などの指摘 もある。

日本の遠隔教育 システムの技術は世界に先駆 けていると言えよう。スペース ・コラボレーション ・シス

テムでは、単に日本国内の連携ではな く、 もっと世界の舞台で活躍することが期待 されている。技術上で

は、 日本は世界高等教育の発展のため、積極的な貢献 を行 うことが望 ましい。

4日 中の遠隔教育比較

4.1遠 隔 教育 システム の比 較 とま とめ

中国と日本は社会制度 と教育背景 などで違 うところが多 く、経済発展のレベルに も差があるが、どちら

も遠隔教育の発展を重視 している。そ して、さまざまな遠隔教育のシステムを立ち上げて、積極的に遠隔

教育を実践 している。

現在、世界中の遠隔教育の実践 は3つ のモデル に分かれる。1つ はイギ リスの公開大学を代表 とした大規
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模 で 、遠隔教育だけ行っている単一り遠隔教育大学である。モデルの2つ 目は、 アメ リカのNTU(National

technologicalUniversity全 米 工科大学)を 代表 とした伝統大学間が連携す るネ ットワーク構築型の遠隔教 育

システムである。3つ 目は、両者の間に位置する、伝統大学が対面授業方式 に加 えて、独立通信制学院な

ど設けた二重モデルの遠隔教育システムである。各国は国情によって、遠隔教育の 目的や対象などが異な

るため、遠隔教育の形式、規模や カリキュラムの設定にも違いがあると思われる。

中国と日本は共に全国的で唯一の単純な遠隔教育大学 を持っている。 日本の放送大学 と中国のTV大 学

である。そこで、この2つ 大学の歴史、教育 目標、教育対象、大学の組織構成、規模、 カリキュラムの設

定などの異同を比較する。

日本の放送大学は1981年 に設立 されたが、1985年 か ら初めての新入生 を迎 え、十分 に計画及び準備の時

間がかけられていた。一流の設備 と教師陣を揃 えている。国立大学ではないが、準国立大学 として国家が

教育経費を負担 してお り、大学の経営基盤は十分である。

中国のTV大 学は 日本の放送大学 より2年 早 く立 ち上がった。当時の中国では高等教育機関が足 りないた

めに、準備期間 を置かず新入生を受け入れた。準備の時間が短いため、いろいろな問題が残 り、いまも影

響 を与 えている。国立大学であるが、地方のTV大 学は地方の財政 に依存 している。そのため財源は十分

保証 されていない状態で、学校の校舎や設備の不足など費用が不十分である。教師の採用についても一部

で問題になっている。

日本の放送大学の組織構成は本部 と学習センター と二重である。放送大学の教育番組は日本の民間の通

信衛星チャンネルで1998年 か ら全国に放送 されている。中国のTV大 学の組織構成 は大き く異なってお り、

管理構成は中央TV大 学、各省級、直轄市TV大 学、各地、市TV大 学、各県TV大 学 と分け られている。組

織の構成か らみれば、学生の管理は多重の機構が行 っている。TV大 学の教育番組 は1979年 か ら1984年 ま

で中央TV局 のチャンネルで全国に放送 されていたが、中央教育TV局 が1985年 に設立 されてから、中央教

育TV局 が協力 して衛 星の3つ のチャンネルで全国 に放送 してお り、全国を同時にカバーす ることがで きる。

遠隔教育の目的は両国ともに生涯学習を実現するために、国民に幅広 く大学教育の機会を提供すること

を目指 している。 しか し、中国は発展途上国であ り、高等教育を実施する大学は社会のニーズに対 して、

十分ではない。そこでTV大 学 は、成人高等教育を実施 している現在の伝統大学の補完機関になって きた。

学生 も高校か ら普通に入学 して きた者の方が多い。規模 で見れば、中国TV大 学は巨大 な大学 とい える。

設立以来、学生数は世界一 と全世界的 にも認められている。これには中国の入口と比較 して、大学が足 り

ないという現実が反映 されている。当分の間、この ような状況続 くと考 えられる。この ような状態の中で、

TV大 学は低 コス トで、早期大量の人材養成に、非常 に貢献 して きた。 日本の場合、高等教育が発達 して

いたので、高校卒業生の進学にはほ とん ど対応で きている。そのため 日本の放送大学 は社会人を対象 とし

て、広汎で多様な学習ニーズに応え、幅広い教養科 目を設置 している。

日本の放送大学 はより社会人を対象 にしてお り、全社会に開放 されている。年齢18歳 以上の国民 は誰で

も自由に入学で きる。視聴教材と印刷教材 を通 じて、大学卒業の学歴が得られる。履修する学生は20単 位

の対面授業以外、全部 自主学習である。 中国のTV大 学は、いままで短期 大学の学歴を主 なコース とし、

1994年 か ら4年 制の大学本科学歴 コース も設置 した。1996年 以 前は、学歴を得 られる教育コースを受ける『

ためには、入学試験 を受けなければならなかった。最近、"注 冊視聴生"と いう入学方法を試行 している

が、TV大 学は全国民に開放するように努力 しているところである。学生は入学後、視聴教材 と印刷教材

を通 じて、個人の 自主学習 と集団対面授業方式で学習す る。学歴 を得 られる教育以外に、TV大 学は、い

ろいろな社会人を対象 にして、短期養成、単科履修、職業教育、継続教育などの コースを設けている。こ

ちらのコースは国民が 自由に参加できる。 カリキュラムの設定は日本のほうが社会人 を対象に しているか

ら、教養科 目の内容が多い。中国TV大 学 のカリキュラムは社会のニーズに応 じて、実用的で技術関連の

科 目が多い。 また、各地方TV大 学は自分地区の経済の発展 に差 し迫 って必要な専攻 を設定 できるので、

各地のTV大 学で、哲学、経済学、法学、教育学、文学、歴史学、理学、工学、農学、医学の計10コ ース、

59類 別、511専 攻が開設されている。全体的に見ると、中国のTV大 学は社会のニーズに応 じて、総合的実

用的な人材 を養成できるように目指 してお り、 日本の放送大学は社会人のニーズに応 じて、生活の質を高

めることを目指 していることが明 らかである。これは両国高等教育の背景を違 うとお もわれる。
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日本の放送大学は、課程の単位 を全国の大学と単位交換す ることが認められる。中国のTV大 学は、現

在、課程の単位 を全国の大学 と単位交換することで きず、教育 レベルをもっと向上するように努力 してい

る。

伝統大学問が連携するネッ トワーク構築型モデルの遠隔教育システムについては、 日本ではスペース ・

コラボ レーシ ョン ・システムが立 ち上げ られ、衛星通信 によって、遠隔教育の機会が提供 されると共に、

大学間の連携、共同学習、共同研究の可能性が提供 されている。衛 星通信 を利用す ることで、全国 を同時

にカバーすることがで きるので、全国 レベルのネッ トワークを容易 に構築で きるとともに、遠隔地にある

機関等を映像 によって結ぶことが可能である。

中国では、現在、全国規模の伝統大学間 に展開 されたネ ットワー ク式遠隔教育システムは、まだ形成 さ

れていない。 中国の教育制度では、全国の大学 はほ とん ど公立大学である。政府は教育費の投 入を毎年増

や しているが、全般的に、教育費用が十分 とはいえない。衛星通信 によって、全国の伝統大学間に展開 し

たネッ トワーク式遠隔教育システムの建設は、政府の財政か ら見ても短期間に実現するとは考えられない。

しかし、中国の大学間のネ ットワーク式遠隔教育システムは、国情 に適応 した、独 自の特性 を持 ち、建設

されるべ きであると思われる。中国TV大 学 の衛星ネ ットワークは全国をカバ ーし、長期 間の遠隔教育を

実施 してお り、豊富な経験 を持 っているため、伝統大学 と連携すれば、両方の短所 を補完 して、中国式の

大学間ネッ トワークシステムを構築できるであろう。 また、中国では、 インターネッ ト上で遠隔教育 を行

う普通大学が増えている。将来、イ ンターネ ット上の遠隔教育資源 を有効に利用することで、全国大学間

のネッ トワーク式遠隔教育 システムが構築 される可能性がある。

4.2遠 隔 教育 の課 題 と展望

現在の ような高度情報通信社会において、教育 ・学術 ・文化の質的向上 と充実を図って行 くために、情

報通信技術 の進展やメデ ィアの特性 を踏 まえ、遠隔教育 システムを活用することが必要 となっている。遠

隔教育システムは講義だけではなく、現場の実践研究の交換等に大 きな効果 を発揮するもの と期待 される。

各教育機関、 さらには企業等が持っている教育研究情報 を共有することが進み、教育研究水準 の向上 にも

つながる。地域社会や企業 と連携することが容易 となり、地域に開かれた教育の推進 に役立つ。.海外の教

育機関との交流が活発化することで、国際的な幅広い視野 の人材養成 も期待で きる。

遠隔教育は、高度な学習の機会が さまざまな形で得 られる という点が積極的に評価 されてお り、各国 と

も遠隔教育の要請は、ますます増大 して行 くもの と考えられる。高等教育への利用について、基盤 となる

ハー ドウェアの整備 、活用への取 り組みを支援する環境の整備、マルチ メディアの教育利用 を促進するた

めの中核的機関の整備 などとともに、大学間の連携 などの制度面の見直 しなどが大 きな課題 になる と言え

るだろ う。

遠隔教育の歴史 を見る と、遠隔教育の発展は通信技術の進歩に強 く依存 している。通信技術 の進歩 につ

れて、各 システムのハー ドウェアの問題 は解決することが可能 になる。 しか し、遠隔教育とは教育を実施

する過程 に、単純に技術の導入 を行 うとい うことだけではない。この新 しい教育手段 について、教育思想、

教育方法、教育環境、認知理論 などさまざまの分野か ら、深 く追求 し、研究 してい くことが重要な課題で

ある。遠隔教育の中核は、生涯学習社会の到来 につれて、高い レベルの生涯学習ニーズに対応で きるよう

に、すべての人に利用可能な学習環境 を整備 して、学習者を支援す るシステムの構築である。この認識に

基づいて、教育者はシステムの開発、改善について、ハー ドウェア面だけではな く、遠隔教育に対応する

教授法の開発 、改善 にも努力 しなければならない。遠隔教育の発展は、大勢の教育関係者の参加 による、

緻密 な研究にかかっていると考 えられる。
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Inthepresenゆaper,theauthorsummarizedthecurrentdevelopmentofdistanceeducationinChinaand

Japanandconductedacomparativestudyoftheefficiencyofseveraldistanceeducationsystems.

Fromnowon,distanceeducationwillexpandopportunitiesinhighereducation,whichisahigh童yvalued

point.Hence,whenevaluatingteachingtoolsandmethods,countriesw藍nprofbundlyconsldertheuti且izationof

distanceeducation.Researchoneducationalphilosophy,teachingmethods,educationalenvironmentandcognitive

theoriesarepK噸ectsofutmostimportancefbrtheaccelerationofdistanceeducation.Forthatreason,educators

shoulddevoteattentibnnotonlytothedevelopmentofhaKiwarebutaisotoIhedevelopmentandimprovementof

止eachingmethods.

Theauthorofξhispaperbe蓋ievesthatfU曲erdevelopm¢ntofdistanceeducationwillgreatlydependon

detailedstudiestobeconductedbytheparticipationofmanyeducatorsalldlelatedpeople.


